
２ 「地域共生社会」の実現に向けた 

 包括的な支援体制の整備等について 
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「地域共生社会」の実現に向けた包括的な支援体制の整備等について 

 

 

１．現状 

○ 少子高齢・人口減少、地域社会の脆弱化等、社会構造の変化の中で、人々が様々な生活課題を抱えながらも住
み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよう、地域住民等が支え合い、一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をとも
に創っていくことのできる「地域共生社会」を実現する必要がある。 

 

○ 「地域共生社会」の実現に向け、昨年の通常国会で成立した「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法
等の一部を改正する法律」（平成29年法律第52号）による改正社会福祉法に基づき、市町村における包括的な支援
体制の整備等を推進。（平成30年４月１日施行） 

 

○ 改正社会福祉法の円滑な施行に向け、昨年１２月に、「市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針」
（平成29年厚生労働省告示第355号）を策定・公表するとともに、関連通知（※）を発出。 

  ※①社会福祉法改正の趣旨、②社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針に関する補 
    足説明、③社会福祉法改正による記載事項の追加等を踏まえて改定した市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉 
    支援計画の策定ガイドライン等を内容とする 

２．今後の取組 

○ 「地域共生社会」の実現に向けた地域づくり強化のため、自治体の創意工夫ある取組を支援するモデル事業 
 を実施。（平成30年度予算案26億円） 

  （平成29年度は85自治体で実施） 

 
○ モデル事業の実施を通じ、課題や論点等を整理しつつ、全国的な体制整備に向け成果を発信していく。 

 
○ 併せて、包括的な支援体制の整備促進のため、地域福祉（支援）計画の見直し、策定を自治体に促していく。 62



「地域共生社会」の実現に向けた地域づくりに関するこれまでの経緯 
平成２７年９月 「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」（「新たな福祉サービスのシステム等のあり

方検討PT」報告） 

多機関の協働による包括的支援体制構築事業（平成２８年度予算） 

平成２８年６月 「ニッポン一億総活躍プラン」（閣議決定）に地域共生社会の実現が盛り込まれる 

       ７月 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の設置 

１０月 地域力強化検討会（地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に
関する検討会）の設置 

１２月 地域力強化検討会 中間とりまとめ 

「我が事・丸ごと」の地域づくりの強化に向けたモデル事業（平成２９年度予算） 

平成２９年２月 社会福祉法改正案（地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正
する法律案）を国会に提出 

「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」を「我が事・丸ごと」地域共生社会
実現本部で決定 

       ５月 社会福祉法改正案の可決・成立 

       ６月 
 

 
 

９月 

１２月 

改正社会福祉法の公布 
 ※ 改正法の附則において、「公布後３年を目処として、市町村における包括的な支援体制を全国的に整備

するための方策について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講
ずるものとする。」と規定。 

 
 地域力強化検討会 最終とりまとめ 

 「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針」の策定・
公表及び関連通知の発出 
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改正社会福祉法の概要 
（地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律による改正） 

「我が事・丸ごと」の地域づくり・包括的な支援体制の整備 

 
１．「我が事・丸ごと」の地域福祉推進の理念を規定 

地域福祉の推進の理念として、支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、住

民や福祉関係者による①把握及び②関係機関との連携等による解決が図られることを目指す旨を明記。 

 

２．この理念を実現するため、市町村が以下の包括的な支援体制づくりに努める旨を規定 
○ 地域住民の地域福祉活動への参加を促進するための環境整備 

○ 住民に身近な圏域において、分野を超えて地域生活課題について総合的に相談に応じ、関係機関と連絡調整等
を行う体制（＊） 

 

 

○ 主に市町村圏域において、生活困窮者自立相談支援機関等の関係機関が協働して、複合化した地域生活課題を
解決するための体制 

３．地域福祉計画の充実 
○ 市町村が地域福祉計画を策定するよう努めるとともに、福祉の各分野における共通事項を定め、上位計画として

位置づける。（都道府県が策定する地域福祉支援計画についても同様。） 

（＊）例えば、地区社協、市区町村社協の地区担当、地域包括支援センター、相談支援事業所、地域子育て支援拠点、利用者支援事業、社会福祉法人、ＮＰＯ法
人等 

※ 附則において、法律の公布後３年を目途として、２の体制を全国的に整備するための方策について検討を加え、必要
があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる旨を規定。 

※ 2017年（平成29年）6月2日公布。2018年（平成30年）4月1日施行。 
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地域における住民主体の課題解決力強化・包括的な相談支援体制のイメージ 
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地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進について（概要） 
（平成29年12月12日付け子発1212第1号・社援発1212第2号・老発1212第1号、厚生労働省子ども家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知） 

第二 市町村における包括的な支援体制の整備について 
（P13～28） 

１ 「住民に身近な圏域」において、地域住民等が主体的に地
域生活課題を把握し解決を試みることができる環境の整備に
関する事項 

（１）実施内容 

（２）留意点 

２ 「住民に身近な圏域」において、地域生活課題に関する相
談を包括的に受け止める体制の整備に関する事項 

（１）実施内容 

（２）留意点 

３ 多機関の協働による包括的な相談支援体制の構築に関す
る事項 

（１）実施内容 

（２）留意点 

４ 市町村における包括的な支援体制の構築に対する都道府県の支援について 

第三 市町村地域福祉計画、都道府県地域福祉支援
計画の策定ガイドライン（P29～52） 

１ 市町村地域
福祉計画 

（１）市町村地域福祉計画に盛り込むべき事項 

（２）計画策定の体制と過程 

２ 都道府県地
域福祉支援計
画 

（１）支援計画に盛り込むべき事項 

（２）支援計画の基本姿勢 

（３）支援計画策定の体制と過程 

はじめに（P１～７） 

○地域共生社会の実現が必要 
 ・福祉の領域だけでなく、人・分野・世代を超えて、「人」「モノ」「お金」「思い」が循環し、相互に支える・支えられる関係が不可欠。 
 ・地域共生社会の考え方と地域福祉推進の目的は相通ずるものであり、地域福祉の推進が求められている。 
 ・社会福祉法改正後も平成14年の社会保障審議会福祉部会のとりまとめに掲げられた考え方の重要性・必要性に変わりはない。 
 ・他方、地域力強化検討会 最終とりまとめで示された５つの視点（①共生文化、②参加・協働、③予防的福祉の推進、④包括的支援体制、⑤多様な場の創

造）を重視しながら取組を推進していく必要。 
 ・地域福祉計画の策定プロセスなども活用した、関係者の総意と創意工夫による市町村における包括的な支援体制の具体化・展開を期待。 

社
会
福
祉
法
法
百
六
条
の
三
第
二
項
に
基

づ
く
指
針
（大
臣
告
示
）の
補
足
説
明 

第一 社会福祉法改正の趣旨について（P８～12） 

(1)法第４条第１項関係(地域社会の一員として様々な活動に参加する機会は「与

えられる」→「確保される」) 

(5)法第106条の２関係（相談支援を担う機関は自らでは解決が難しい地域

生活課題を把握した場合、他機関へとつなぐ） 

(2)法第４条第２項関係（地域福祉の推進の理念の明確化（地域住民等は本人及びその世

帯に着目し、幅広く生活を捉え、包括的に地域生活課題を把握し、支援関係機関と連携し

て解決を図るよう特に留意する） 

(6)法第106条の３第１項関係（市町村における包括的な支援体制の整備の

推進（市町村の努力義務）） 

(3)法第５条関係（福祉サービスに当たらない地域福祉の取組との連携） (7)法第107条、第108条関係 （市町村地域福祉計画、都道府県地域福祉
支援計画の充実（努力義務化、記載事項の追加等）） (4)法第６条第２項関係（地域福祉推進の国・自治体の公的責任の明確化） 
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第二 市町村における包括的な支援体制の整備について（法第106条の３第１項関係）（P13～28） 

 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援 
 地域住民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備 
 地域住民等に対する研修の実施 

 地域の課題を地域で解決していくための財源等（地域づくりに資する事業の一体的実施、共同募金によるテーマ型
募金、クラウドファンディング、SIB、ふるさと納税、社会福祉法人による地域における公益的な取組、企業の社会貢
献活動との協働等） 

１ 「住民に身近な圏域」にお
いて、地域住民等が主体
的に地域生活課題を把握
し解決を試みることができ
る環境の整備に関する事
項 

（法第106条の３第１項第１号関係） 

＜P13～22＞ 

 地域住民の相談を包括的に受け止める場の整備（担い手については、地域の実情に応じ、地域で協議） 
例１：地域住民による相談窓口を設置し、社会福祉協議会のＣＳＷが専門的観点からサポートする方法 

例２：地域包括支援センターのブランチを拠点とした相談窓口を設置するとともに、民生委員等と協働していく方法 

例３：自治体等において各種の相談窓口を集約し、各専門職が地域担当として、チームで活動していく方法 

例４：診療所や病院のソーシャルワーカーなどが退院調整等だけでなく、地域の様々な相談を受け止めていく方法 

 地域住民の相談を包括的に受け止める場の周知（担い手、場所、役割等） 
 地域の関係者（民生委員・児童委員、保護司等）等との連携による地域生活課題の早期把握 
 地域住民の相談を包括的に受け止める場のバックアップ体制の構築（３の支援体制と連携） 

２ 「住民に身近な圏域」にお
いて、地域生活課題に関
する相談を包括的に受け
止める体制の整備に関す
る事項 

（法第106条の３第１項第２号関係） 

＜P22～25＞ 

 複合的で複雑な課題等の解決のため、支援関係機関が支援チームを編成し、協働して支援 
 その際、協働の中核を担う機能が必要（担い手については、地域の実情に応じ、地域で協議） 
＜展開の例＞ 

・ 地域づくりや、働く場や参加する場の創出を意識した相談支援体制は、生活困窮者自立支援制度の自立相談支援機関が福祉以外の分野と
つながりながら、中核を担う場合が多い。 

・ 個別支援を中心に展開する体制は、住民に身近な圏域にある地域包括支援センターなどが地域住民と顔の見える関係をつくりながら中核を
担う場合に見られる。 

・ 庁内外の連携体制の構築や情報共有の仕組みづくりは、自治体が組織体制の見直しを含めて体制整備に着手 

 支援に関する協議及び検討の場（既存の場の拡充、新たな場の設置等） 
 支援を必要とする者の早期把握（２の体制や地域の関係者、関係機関との連携） 
 地域住民等との連携（公的制度による支援と地域住民・ボランティアとの協働） 

３ 多機関の協働による包括
的な相談支援体制の構
築に関する事項 

 （法第106条の３第1項第３号関係） 

＜P25～28＞ 

住
民
に
身
近
な
圏
域
（※

） 

市
町
村
域 

４ 市町村における包括的
な支援体制の整備に対
する都道府県の支援に
ついて ＜P28＞ 

都
道
府
県
域 

 単独の市町村では解決が難しい課題を抱える者等（医療的ケア児、難病・がん患者、配偶者からの暴力を受けた者、
刑務所出所者等）への支援体制を市町村と連携して構築 

 都道府県域で推進していく独自施策の企画・立案、市町村間の情報共有の場づくり、市町村への技術的助言 

（※）地域の実情に応じて異なると
考えられ、地域で協議し、決めてい
く過程が必要 

 １から３は、地域において必要となる機能・取組を示したものであり、同一の機関が担うこともあれば、別々の機関が担うこともあるなど、地域の実情に応じ
て様々な方法が考えられる。また、それぞれ「点」として個々に実施するのではなく、「面」として連携させて実施していくことが必要。 

 地域福祉計画の策定プロセスなども活用した、関係者の総意と創意工夫による市町村における包括的な支援体制の具体化・展開を期待。 
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第三 市町村地域福祉計画、都道府県地域福祉支援計画の策定ガイドライン（P29～52） 

（１）市町村地域福祉計画に盛り込むべき事項 

 ①地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、
共通して取り組むべき事項 <P29～33> 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ②地域における福祉サービスの適切な利用の促進に関する事項 
 ③地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
 ④地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 
 ⑤包括的な支援体制の整備に関する事項（法第106条の３第１項各号に掲げる事

業を実施する場合） 
 ⑥その他   ※下線部分は、今般の法改正により追加された記載事項 
 

（２）計画策定の体制と過程（主な項目） 
 ・計画策定体制、策定方針の決定、策定の手順、各関係機関の役割、計画期間、

評価及び公表等、計画の見直し  など 
 
 

 
 
 
 

 

１ 市町村地域福祉計画＜P29～42＞ 

（１）都道府県地域福祉支援計画に盛り込むべき事項 
 ①地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、

共通して取り組むべき事項  <P43～47> 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ②市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項 
 ③社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項 

 ④福祉サービスの適切な利用の促進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発
達のための基盤整備に関する事項 

 ⑤市町村における包括的な支援体制の整備への支援に関する事項 

 ⑥その他  ※下線部分は、今般の法改正により追加された記載事項 
 

（２）支援計画の基本姿勢 
（３）支援計画策定の体制と過程 
 ・計画策定体制、策定方針の決定、策定の手順、各関係機関の役割、計画期間、

評価及び公表等、計画の見直し  など 
 

 
 
 

２ 都道府県地域福祉支援計画＜P43～52＞ 

＜計画策定の体制と過程に関する追加内容等＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｺ 高齢者、障害者、児童に対する虐待への統一的な対応や、家庭内で虐待を
行った養護者又は保護者が抱えている課題にも着目した支援の在り方 

ｻ 保健医療、福祉等の支援を必要とする犯罪をした者等への社会復帰支援の
在り方    

ｼ 地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の活用 
ｽ 地域住民等が主体的に地域生活課題を把握し解決に取り組むことができる

地域づくりを進めるための圏域と、各福祉分野の圏域や福祉以外の分野の
圏域との関係の整理 

ｾ 地域づくりにおける官民協働の促進や地域福祉への関心の喚起も視野に入
れた寄附や共同募金等の取組の推進 

ｿ 地域づくりに資する複数の事業を一体的に実施していくための補助事業等を
有効に活用した連携体制 

ﾀ 全庁的な体制整備 

ｱ 様々な課題を抱える者の就労や活躍の場の確保等を目的とした、福祉以外の
様々な分野（まちおこし、商工、農林水産、土木、防犯・防災、社会教育、環境、交
通、都市計画等）との連携に関する事項 

ｲ 高齢、障害、子ども・子育て等の各福祉分野のうち、特に重点的に取り組む分野
に関する事項 

ｳ 制度の狭間の課題への対応の在り方                   
ｴ 生活困窮者のような各分野横断的に関係する者に対応できる体制 
ｵ 共生型サービス等の分野横断的な福祉サービス等の展開      
ｶ 居住に課題を抱える者への横断的な支援の在り方 
ｷ 就労に困難を抱える者への横断的な支援の在り方 
ｸ 自殺対策の効果的な展開も視野に入れた支援の在り方 
ｹ 市民後見人等の育成や活動支援、判断能力に不安がある者への金銭管理、身

元保証人等、地域づくりの観点も踏まえた権利擁護の在り方 

  
 
 
 
 
 

 

・福祉以外の分野（成年後見制度、住宅、自殺対策、災害対策等）の計画の内容の
うち、地域福祉として一体的に展開することが望ましいものについて位置付けるな
どの地域福祉計画の積極的活用 

・ 計画策定委員会の議論の活性化等に向けた配慮（必要に応じ分科会、WGを設
置）                                       など 

・福祉分野の「上位計画」として、各種計画との調和を図るとともに、推進していくた
めに総合計画に地域福祉計画の内容を盛り込むことも一つの方策として考えら
れること 

・他の計画との調和を図る具体的方法の例（見直しの時期を揃える、一体的に策
定する等） 
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○ 複合化・複雑化した課題に的確に対応するために、各制度ごとの相談支 
 援機関を総合的にコーディネートするため、相談支援包括化推進員を配置 
 し、チームとして包括的・総合的な相談体制を構築する。 

 

 

 相談支援包括化推進員 
 世帯全体の課題を的確に把握 
 多職種・多機関のﾈｯﾄﾜｰｸ化の推進 
 相談支援包括化推進会議の開催等 
  
 
  

地区社協 

司法関係 

総合的な相談支援体制作り 

児童関係 医療関係 

障害関係 

教育関係 住まい関係 高齢関係 雇用、就労関係 

住
民
に
身
近
な
圏
域
 

市
町
村
域
等
 新たな社会資源の創出 

地域に不足する資源の検討 ＋ 

ニッポン一億総活躍プラン 

（H28.6.2閣議決定） 

住民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる体制づくりを支援 

 

ボランティア、学校、ＰＴＡ、老人クラブ、子ども会 

企業、商店 ご近所、自治会 

民生委員・児童委員 

社会福祉法人、ＮＰＯ 

様々な課題を抱える住民（生活困窮、障害、認知症等） 

住民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる体制 

（２）多機関の協働による包括的支援体制構築事業（補助率3/4）   

まちおこし、産業、 

農林水産、土木、 

防犯・防災、環境、  

社会教育、交通、 

都市計画 

地域における他分野 

（１）地域力強化推進事業（補助率3/4）      

 世帯全体の複合化・
複雑化した課題を受け
止める、市町村におけ
る総合的な相談支援体
制作りの推進。 

○ 住民の身近な圏域において、住民が主体的に地域課題を把握し、解決を試みることができる体制 
 を構築することを支援する。 

平成30年度予算案２６億円 
実施主体:市町村(150か所程度)都道府県可 

（前年度予算額２０億円(100か所程度)） 

 小中学校区等の住民
に身近な圏域で、住民
が主体的に地域課題を
把握して解決を試みる
体制づくりの支援。 

   地域の課題を「丸ごと」受け止める場（※） 
  ※ 地域住民ボランティア、地区社協、市区町村社協の地区担当、地域包括支援センター、 
    相談支援事業所、地域子育て支援拠点、利用者支援事業、社会福祉法人、NPO法人等 
    

[3] 

多文化共生関係 

家計支援関係 

保健関係 

[1] 他人事を「我が事」に変えていくような働きかけ 

[2] 

自殺対策関係 

  ○ 市町村レベルにおいて「我が事・丸ごと」の地域づくりに係る普及啓発の 
 取組や、都道府県による市町村における地域づくりへの支援を実施する。      *下線部分は平成30年度新規 

「地域共生社会」の実現に向けた地域づくりの強化のための取組の推進 
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○住民の主体的な支え合いを育み、暮らしに安心感と生きがいを生み出す 
○地域の資源を活かし、暮らしと地域社会に豊かさを生み出す 

 
○個人や世帯の抱える複合的課題などへの包括的な支援    
○人口減少に対応する、分野をまたがる総合的サービス提供の支援 

◆制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が 『我が事』として参画し、 
人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会 

「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）【概要】 

「地域共生社会」とは 

   

平成29（2017）年：介護保険法・社会福祉法等の改正 

 市町村による包括的支援体制の制度化 

 共生型サービスの創設  など 

平成30（2018）年：  

 介護・障害報酬改定：共生型サービスの評価 など 

 生活困窮者自立支援制度の強化 

2020年代初頭： 

全面展開  

【検討課題】 
①地域課題の解決力強化のための体制の全国的な整備のための支援方策（制度のあり方を含む） 
②保健福祉行政横断的な包括的支援のあり方         ③共通基礎課程の創設     等 

平成31（2019）年以降： 

 更なる制度見直し  

平成29年2月7日 厚生労働省 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部決定 

実現に向けた工程 

改革の骨格 

 

 

 

 

 

 

 

 
専門人材の機能強化・最大活用 

 

 

 

 

 

地域を基盤とする包括的支援の強化 

地域包括ケアの理念の普遍化：高齢者だけでなく、 

     生活上の困難を抱える方への包括的支援体制の構築 

共生型サービスの創設 【29年制度改正・30年報酬改定】 

市町村の地域保健の推進機能の強化、保健福祉横断的な 

             包括的支援のあり方の検討 

 

 

 

 

 住民相互の支え合い機能を強化、公的支援と協働して、地域 

課題の解決を試みる体制を整備【29年制度改正】 

 複合課題に対応する包括的相談支援体制の構築【29年制度改正】 

 地域福祉計画の充実【29年制度改正】 

地域課題の解決力の強化 

地域丸ごとのつながりの強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

対人支援を行う専門資格に共通の基礎課程創設の検討 

福祉系国家資格を持つ場合の保育士養成課程・試験科目の 

 一部免除の検討 

「地域共生社会」の実現 

改革の背景と方向性 

公的支援の『縦割り』から『丸ごと』への転換 『我が事』・『丸ごと』の地域づくりを育む仕組みへの転換 

 多様な担い手の育成・参画、 
民間資金活用の推進、多様な就労・社会参加の場の整備 

 社会保障の枠を超え、地域資源（耕作放棄地、環境保全など）と 
丸ごとつながることで地域に「循環」を生み出す、先進的取組を支援 

（参考１） 
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地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会 

（地域力強化検討会） 

構成員名簿 

構成員氏名 所属 

相田 義正 板橋区民生児童委員協議会 会長 

朝比奈 ミカ 中核地域生活支援センターがじゅまる センター長 

大原 裕介 社会福祉法人ゆうゆう 理事長 

奥山 千鶴子 特定非営利活動法人びーのびーの 理事長 

越智 和子 社会福祉法人琴平町社会福祉協議会 常務理事・事務局長 

片山 睦彦 藤沢市 福祉部長 

勝部 麗子 社会福祉法人豊中市社会福祉協議会 福祉推進室長 

鴨崎 貴泰 
特定非営利活動法人 日本ファンドレイジング協会 

事務局長 

菊本 圭一 特定非営利活動法人日本相談支援専門員協会 代表理事 

櫛部 武俊 一般社団法人釧路社会的企業創造協議会 副代表 

構成員氏名 所属 

土屋  幸己 公益財団法人さわやか福祉財団 戦略アドバイザー 

中 恵美 金沢市地域包括支援センターとびうめ センター長 

永田 祐 同志社大学社会学部社会福祉学科 准教授 

野澤 和弘 毎日新聞 論説委員 

◎原田 正樹 日本福祉大学 学長補佐 

福本 怜 下関市保健部長・下関市立下関保健所 所長 

藤山 浩 島根県中山間地域研究センター 研究統括監 

堀田 聰子 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科 教授 

前田 小百合 三重県立志摩病院 地域連携センター長 

横山 美江 
社会福祉法人武蔵野市民社会福祉協議会 主任 

 前 武蔵野市健康福祉部高齢者支援課 主任  

   第一層生活支援コーディネーター 

（敬称略・５０音順） 

（◎は座長） 

（参考２） 
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地域力強化検討会中間とりまとめ（平成28年12月26日）の概要 
～従来の福祉の地平を超えた、次のステージへ～ 

【現状認識】 
 
 
 
 
 
 

【今後の方向性】  
○地域づくりの３つの方向性⇒互いに影響し合い、「我が事」の意識を醸成 
 ①「自分や家族が暮らしたい地域を考える」という主体的・積極的な取組の広がり 
 ②「地域で困っている課題を解決したい」という気持ちで活動する住民の増加 
 ③「一人の課題」について解決する経験の積み重ねによる誰もが暮らしやすい地域づくり 
○生活上生じる課題は介護、子育て、障害、病気等から、住まい、就労、家計、孤立等に及ぶ

⇒くらしとしごとを「丸ごと」支える 
○地域の持つ力と公的な支援体制が協働して初めて安心して暮らせる地域に 

４．自治体等の役割 
○自治体組織も、福祉部局の横断的な体制、保健所等も 
 含めた包括的な相談体制の構築を検討すべき 

１．「住民に身近な圏域」での「我が事・丸ごと」  
○他人事を「我が事」に変える働きかけをする機能が必要 【１】 
 
 
 
○「複合課題丸ごと」「世帯丸ごと」「とりあえず丸ごと」  
  受け止める場を設けるべき 【２】 
 
 
 

   

・「どのような地域に住みたいか」を話し合える土壌 
・「楽しい」「やりがいがある」取組への地域住民の参加 
・「深刻な状況にある人」に対し「自分たちで何かできないか」と 
 思える意識 

・表に出にくい深刻な状況にある世帯に早期に気付けるのは住民  
・しかし、支援につなげられる体制がなければ、自ら解決するか、 
 気になりながらも声をあげることができないままにせざるを得ない 

２．市町村における包括的な相談支援体制  
 
 
 
 
      ○協働の中核を担う機能が必要 【３】 
  ・例えば、生活困窮に関わる課題は、生活困窮者自立支援制度の自立相談 
   支援機関。自立相談支援機関が設置されていない自治体や生活困窮以 
   外の課題は、「多機関の協働による包括的支援体制構築事業」（28年度5億円） 
 

・住民に身近な圏域で把握された「丸ごと」の相談に対応 
・多様・複合課題⇒福祉のほか、医療、保健、雇用・就労、司法、産業、
教育、家計、権利擁護、多文化共生等多岐にわたる連携体制が必要 
・制度の狭間⇒地域住民と協働して新たな社会資源を見つけ出し、生み
出す 

３．地域福祉計画等法令上の取扱い 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○地域福祉計画の充実 
・１、２の「我が事・丸ごと」の体制整備を記載 
・地域福祉計画策定を義務化、ＰＤＣＡサイクル徹底すべき 
・地域福祉計画の上位計画としての位置づけ 

○地域福祉の対象や考え方の進展を社会福祉法に 
 反映すべき 
・福祉サービスを必要とする⇒就労や孤立の解消等も対象 
・支え手側と受け手側に分かれない（一億プラン） 

○どのような形で作るかは、自治体により様々な方法 

○分野ごとの財源⇒柔軟な財源の活用や、別途の財源の議論な
ど、財源のあり方等について具体的に検討すべき。 

○守秘義務に伴う課題⇒法制的な対応を含め検討 
・守秘義務を有する者が、住民の協力も得ながら課題解決に 
 取り組む場合、住民との間で個人情報の共有が難しい。 

【進めている取組】 

・地方創生・地域 

 づくりの取組 

・生活困窮者自立支

援制度による 

 包括的な支援 

・例えば、地区社協、市区町村社協の地区担当、地域包括支援センター、相談支援事業所、地
域子育て支援拠点、利用者支援事業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等 

※ 平成28年度に26自治体が実施。自立相談支援機関、地域包括支援センター、社協、
社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ、行政と、様々な機関に置かれている。 

・少子高齢・人口減少 
 →地域の存続の危機 
 →人、モノ、お金、思いの

循環が不可欠 
・課題の複合化・複雑化 
・社会的孤立・社会的排除 
・地域の福祉力の脆弱化 
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地域力強化検討会最終とりまとめ（平成29年９月12日）の概要 
～地域共生社会の実現に向けた新たなステージへ～ 

総論（今後の方向性） 

○各福祉分野に共通して取り組むべき事項の例 

 ・ 福祉以外の様々な分野（まちおこし、産業、農林水産、土木、防犯・防災、社会

教育、環境、交通、都市計画等）との連携に関する事項 

   ・ 高齢、障害、子ども等の各福祉分野のうち、特に重点的に取り組む分野 

 ・ 制度の狭間の問題への対応のあり方 

 ・ 共生型サービスなどの分野横断的な福祉サービスの展開 

 ・ 居住に課題を抱える者・世帯への横断的な支援のあり方 

 ・ 市民後見人の養成や活動支援、判断能力に不安がある人への金銭管理、身

元保証人など、権利擁護のあり方 

 ・ 高齢者、障害者、児童に対する統一的な虐待への対応や、家庭内で虐待を行

った介護者・養育者が抱えている課題にも着目した支援のあり方 

 ・ 各福祉分野・福祉以外の分野の圏域の考え方・関係の整理 

 ・ 地域づくりに資する複数の事業を一体的に実施していくための補助事業等を

有効に活用した連携体制 

 ・ 役所内の全庁的な体制整備                          等 

○計画策定に当たっての留意点 

 ・ 狭義の地域福祉計画の担当部局のみならず、計画策定を通して、部局を超え

た協働の仕組みができるような体制をとる。 

 ・ 他の福祉に関する計画との調和を図る方法として、計画期間をそろえる、一体

的に策定するなどの方法が考えられる。 

 ・ 成年後見、住まい、自殺対策、再犯防止等の計画と一体的に策定することも

考えられる。 

  

◆ 地域共生が文化として定着する挑戦                         ◆ 「待ち」の姿勢から、「予防」の視点に基づく、早期発見、早期支援へ  

◆ 専門職による多職種連携、地域住民等との協働による地域連携       ◆ 「支え手」「受け手」が固定されない、多様な参加の場、働く場の創造 

◆ 「点」としての取組から、有機的に連携・協働する「面」としての取組へ 

各論１  市町村における包括的な支援体制の構築 

【1】他人事を「我が事」に変えていくような働きかけをする機能 

【2】「複合課題丸ごと」「世帯丸ごと」「とりあえず丸ごと」受け止める場 

○３つの地域づくりの方向性の促進に向けた取組の例 

 ・ 福祉、医療、教育、環境、農林水産、観光などの各分野における場や人材（地域の
宝）とつながる。分野を超えた協働を進めるとともに、分野を超えた協働を進めていく
役割を果たす人を地域の中から多く見つけていく。 

 ・ 障害や認知症、社会的孤立等に関して学ぶことを通じ、地域や福祉を身近なものとし
て考える福祉教育の機会を提供する。  

 ・ 地域から排除されがちな課題であっても、ソーシャルワーカーが専門的な対応を行う
中で、徐々に地域住民と協働していくといった取組を積み重ねる。そうした取組を当
事者のプライバシー等に配慮した上で広く知ってもらう。 

○地域づくりを推進する財源等の例 

 ・ 事業の一体的な実施による各分野の補助金等の柔軟な活用、共同募金における
テーマ型募金や市町村共同募金委員会の活用、クラウドファンディング、ＳＩＢ、ふる
さと納税、社会福祉法人の地域公益的取組、企業の社会貢献活動等 

○住民に身近な圏域での「丸ごと」受け止める場の整備にあたっての留意点 

 ・ 担い手を定め、分かりやすい名称を付けるなどして、広く住民等に周知。 

例１：地域住民による相談窓口を設置し、社会福祉協議会のＣＳＷが専門的観点からサポートする方法 

例２：地域包括支援センターのブランチを拠点とした相談窓口を設置するとともに、民生委員等と協働していく方法 

例３：自治体等において各種の相談窓口を集約し、各専門職が地域担当として、チームで活動していく方法 

例４：診療所や病院のソーシャルワーカーなどが退院調整等だけでなく、地域の様々な相談を受け止めていく方法 

 ・ 民生委員、保護司等の地域の関係者から、情報が入る体制を構築する。 

【3】市町村における包括的な相談支援体制 

○市町村における包括的な相談支援体制の構築にあたっての留意点 

 ・ 支援チームの編成は、本人の意思やニーズに応じて新たな支援者を巻き込む。 

 ・ 支援チームによる個別事案の検討や、資源開発のための検討の場については、
①地域ケア会議などの既存の場の機能拡充、②協働の中核を担う者が既存の場
に出向く、③新設する等の対応が考えられる。 

 ・ 生活困窮者支援の実践で培われた、働く場や参加の場を地域に見出していく、福
祉の領域を超えた地域づくりを推進 

各論２「地域福祉（支援）計画」 

各論３「自治体、国の役割」 

○市町村→包括的な支援体制の整備について、責任をもって進めていく。地域福
祉計画として関係者と合意し、計画的に推進していくことが有効。 

○都道府県→単独の市町村では解決が難しい課題への支援体制の構築、都道府
県域の独自施策の企画・立案、市町村への技術的助言 

○国→指針等の作成で終わることなく、「我が事・丸ごと」の人材育成、プロセスを
重視した評価指標の検討、財源の確保・あり方についての検討 

第１０６条の３ 
第１項第１号 

第１０６条の３ 
第１項第２号 

第１０６条の３ 
第１項第３号 
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•専門職、高齢・障害・児童の施設事業所、地域住民、民生委
員・児童委員などが参加 
•ワークショップなどを通した課題共有・地域連携の場 

◎CSW（コミュニティソーシャルワー
カー） 

市社会福祉協議会のCSWが専門的観
点から住民活動をサポート 

住民と協働しながら、地域のニーズを
把握 

必要に応じて、関係機関や広域のネッ
トワーク会議等につなぐ 

◎校区福祉委員会 

小学校区ごとに設置された自主ボランティア組織 

校区内の福祉問題を解決するために、地域の各種組
織の協力を得て活動 

配食サービス、ミニデイサービス、サロン事業、ボラン
ティアの育成・登録等を実施 

◎福祉なんでも相談窓口（地域福祉の活動拠点） 

ボランティア（校区福祉委員、民生・児童委員）がどのような相談でも受
け止める。 

【２】「丸ごと」受け止める場 

住民・専門職によるアウトリーチ（ロー
ラー作戦） 

地域福祉ネットワーク会議 
（日常生活圏域：市内７地域） 

【高齢部会・障害部会・子ども部会】 

生活困窮 

高齢 

障害 

子育て 

警察 

消防 

民生・児童委員 
校区福祉委員 

•多分野の相談支援機関の課題共有、しくみづくりの場 

地域包括ケアシステム推進総合会議 
（市全域） 

小学校区ごとに設置した「校区福祉委員会」（地域住民が活動の中心）において、ごみ屋敷など、なんでも相談
を通じて把握した課題を地域住民とともに解決を図る。 

社会福祉協議会（生活困窮者自立支援制度の自立相談支援の委託も受ける）のＣＳＷ（コミュニティソーシャル
ワーカー）が、専門的観点からサポート。 

住民に身近な地域での取組 

市レベルでの取組 

連携 

自治体概要※ 

人口 403,952 

面積 36.38㎢ 

小学校数* 41 

中学校数* 18 

豊中あぐり 
◎豊中あぐり （新たな担い手の育成） 

都市型農園を拠点に、人の交流と社会参加を促進（中
高年男性中心）し、地域福祉の担い手づくりを目指す 

連携 

コミュニティ 
ソーシャルワーカー 

 ※2017年4月1日現在 
＊市立のみ 

作成：厚生労働省 

 コミュニティソーシャルワーカーが支える住民主体の地域活動(大阪府豊中市) 

医療 

（参考３） 

74



◎おじゃまる広場（つつじが丘地区） 

地域住民主催の子育て広場が市内全域に展開。高齢
者や障害者が、子育て支援にボランティアとして参画し
活躍。子どもも高齢者や障害者に元気を与えて活躍。 

◎地域づくり組織 
区長制度を廃止し、市内１５の地域の「地域
づくり組織」に整理。 

市から「地域づくり組織」に対し使途自由な
「ゆめづくり地域交付金」（既存の地域向け
各種補助金を一括交付金化）を交付。住民
が「自ら考え、自ら行う」まちづくりが活発化。 

【２】「丸ごと」受け止める場 

地域づくり組織 

エリアネットワーク 

 
 複合的な生活課題（高齢者、就労支援、子ども、健康、障害者、空き家、ＤＶ、自殺、生活困窮者、消費者被

害、認知症、難病、教育、子どもの貧困等）を抱える人の相談に、まちの保健室（地域包括支援センターのブ
ランチを拠点とした相談窓口）がワンストップ窓口として機能するよう体制を整備。（小学校圏域に市内15か
所） 

 直営の地域包括支援センターに配置されたエリアディレクターが地域の課題を検討する各種会議等を通じて、
関係機関のネットワーク（エリアネットワーク）の強化を促進する。 

 

住民に身近な地域での取組 

市レベルでの取組 

自治体概要※ 

人口 79,357 

面積 129.77㎢ 

小学校数* 14 

中学校数*  5 

◎まちの保健室（地域支援事業・地域力強化推進事業） 
 身近な健康づくり、地域福祉活動の拠点として2005年（平成17年）度から開
設。地域づくり組織と連動するよう市内１５か所に設置し、医療福祉の専門職
を２～３名ずつ配置。 

  （地域包括支援センターのブランチ） 
 
 まちの保健室の業務 
  ➀あらゆる世代を対象とした、 
    健康・福祉の総合相談 
  ➁見守り・支援ネットワークづくり 
   （地域づくり組織などとの協働） 
  ➂健康づくり・介護予防 

 ※2017年9月1日現在 
＊市立のみ 

「まちの保健室」を拠点としたワンストップ相談（三重県名張市） 

「おじゃまる広場」の光景 

・福祉 ・保険 ・税金 ・年金 ・就労 
    ・教育 ・子育て ・地域 

市 

連
携
・協
働 

◎エリアディレクター 
市役所本庁の地域包括支援センターに配
置された社会福祉士（3名）が、関係機関
等との連携を強化しながら、複合的な課題
に対し、必要な支援をコーディネート。 

地域の課題を検討する各種会議等 

各種団体機関 福祉 医療 教育 

作成：厚生労働省 

エリアディレクター 
（相談支援包括化推

進員） 
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住民に身近な地区での取組 

【２】「丸ごと」受け止める場 

地域活動を支援するまちづくりセンターと、地域包括支援センターであるあんしんすこやかセンター、地域資源
開発の担い手である社会福祉協議会の三者の一体整備により、三者が連携して身近な地区での福祉の相談
と参加と協働による地域づくりを推進。 

三者が相談を受け止め、必要に応じて区内の５か所の総合支所や本庁、関係機関と連携して対応。 

自治体概要※ 

人口 896,057 

面積 58.05㎢ 

小学校数* 62 

中学校数* 29 

◎まちづくりセンターでの三者の一体整備 

区内27か所(日常生活圏域毎)のまちづくりセンター（地域活動の支援）と、あんしん
すこやかセンター（※地域包括支援センター）、社会福祉協議会（生活支援コーディ
ネーター等）の一体整備を推進し、三者の連携を強化。 

三者が持つ地域づくりのノウハウ、地域の人材や資源等を共有して、 
 ➀身近な地区で福祉の相談を受ける仕組みづくり 
 ➁身近な地域で支え合う活動の創出やネットワークづくり 
 に取り組み、地域の課題を地域の力で解決していく。 

三者の一体整備 
（上馬まちづくりセンター） 

◎地区アセスメント 

地区の社会資源、住民ニーズ、生活課題の把握と
それに基づく取組を検討・実施 

区レベルでの取組 

まちづくり 
センター 

あんしんすこ
やかセンター
（※） 

社会福祉 
協議会 

◎三者連携会議 

三者の運営や地区活動等に関する情報の共有や地区
の課題解決に向けた検討を行う。 

 ※2017年4月1日現在 
＊区立のみ 

作成：厚生労働省 

「まちづくりセンター」を拠点とした身近な地区における包括的支援体制(東京都世田谷区) 

保健福祉部、障害福祉担当部、高
齢福祉部、子ども・若者部、世田谷
保健所が連携し、総合支所をバック
アップ 

区役所（本庁組織） 

地域障害者相談支援センター 

若者総合支援センター 

自立相談支援機関 

地域振興課 

地域活動支援、
防災、 

生涯学習 
 

生活支援課 
生活保護 
生活困窮 

 

総合支所（区内５地域：福祉事務所・市町村保健セン
ターの機能も持つ） 

健康づくり課 
母子保健 
健康づくり 

こころの健康 

保健福祉課 

高齢者・障害
者の保健福
祉サービス 

 

子ども家庭支援
センター 

子育て相談、虐
待予防 おでかけひろば 

連携･ 

バック 

アップ 
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住民に身近な地域での取組 

【２】「丸ごと」受け止める場 

高齢者だけでなく、全世代を対象として、包括的な支援を行うことができるよう、①相談機能、②居場所機能、
③ネットワークづくりの機能を有する「なごみの家」を区内４か所に設置している。（最終的に15か所の整備を計
画） 

 くらしごと相談室（生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援機関）をはじめとした区の相談支援機関が連
携（バックアップ）している。 

自治体概要※ 

人口 694,931 

面積 49.09㎢ 

小学校数* 71 

中学校数* 33 

区レベルでの取組 

 ※2017年8月1日現在 
＊区立のみ 

◎なごみの家 
 江戸川区社会福祉協議会が2016年５月に
区内３か所に設置して取組がスタート（区の補
助事業）し、現在は４か所（2017年８月末時
点）。2025年までに15か所（※）の整備を計画。  

    （※）区内の地域活動において重要な役割を果たしている連
合町会の区域割り 

区役所、くらしごと相談室（生活困窮者支援） 
熟年相談室（地域包括支援センター） 
子ども家庭支援センター、障害者支援ハウス 
地域活動支援センター 

相談支援機関 地域：町会・自治会      医療：医師会など 
住まい：不動産事業者など 
生活支援：ＮＰＯ、民間事業者など 
健康・生きがい：人生大学、健康サポートセンターなど 
介護：介護事業者など 
地域ボランティア：民生・児童委員、ボランティアなど 
福祉：障害福祉事業所、子ども関係など 

その他関係機関 

 なごみの家の主な機能は以下の３つ 
①なんでも相談（必要に応じてアウトリーチで相談に応じる） 
②子どもから高齢者まで誰でも集える交流の場 
  子どもの学習支援や子ども食堂の会場にもなっている。 
③地域のネットワークづくり 
    

連携 

 「なごみの家」のエリアごとに「地域支援会議」（※）を開催し、ＣＳＷの戸別
訪問や会議メンバーが地域で活動する中から抽出された地域課題を出
し合い、解決方策（例：不足している地域資源の創出等）を検討。 

    （※）３か月に１回程度開催。メンバーは、地元町会や民生・児童委員、医師会等の医療機関、
介護事業者、地域包括支援センター、ＮＰＯ，ボランティアなど。40～50人程度の参加が
ある。 

 運営に携わるのは、区社会福祉協議会
のＣＳＷ（コミュニティソーシャルワーカ
ー）、看護師、地域ボランティア 

なごみの家 小岩 

出所：広報えどがわ 2016年5月10日号 

作成：厚生労働省 

「なごみの家」を核とした包括的な支援体制の構築(東京都江戸川区) 

バック 

アップ 

連
携 
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住民に身近な地域での取組 

【２】「丸ごと」受け止める場 

市内30地区を事業実施単位として、住民に身近な地域での居場所・活動拠点を設置し、住民からの困りごと等
に対応する相談体制の整備を目指す。 

社会福祉協議会の福祉まるごと相談員（相談支援包括化推進員）や第２層生活支援コーディネーターが連携・
協働し、地域での取組をサポート。 

あわせて、生活困窮、高齢、障がい分野などの複数事業を受託する社協内の総合相談体制を整備し、市・社
協・関係機関が連携した総合的な支援体制を推進。 

自治体概要※ 

人口 252,120 

面積 381.58㎢ 

小学校数* 36 

中学校数* 15 

市レベルでの取組 

◎三者懇談会（町内会役員・民生委員児童委員・福祉協力員）、地区地域福祉
推進会議 

 三者懇談会では福祉マップ（要支援者等の把握等）を作成・更新 

 地区地域福祉推進会議では、生活課題を共有し、その解決に向けて
地域福祉活動に取り組むために協議する。 

 ※2017年9月1日現在 
＊市立のみ 

作成：厚生労働省 

活発な地域福祉活動と「丸ごと」相談を組み合わせた総合的な支援体制(山形県山形市) 

◎地区社会福祉協議会 

 市内30地区に存在。独立会計のもと、各々が主体的に活発な地域福
祉活動（ふれあいいきいきサロン、地域交流活動等）を展開 

◎住民に身近な地域での居場所・活動拠点の設置
(2017年度：３か所) 

 誰もが気軽に立ち寄れる居場所とするとともに、週
2日程度、住民ボランティア（地区社協役員や町内
会役員等）による何でも相談を実施 

◎「ちょっとした支援」の展開 

 中・高校生等が、高齢世帯等の雪かきやゴミだし
を支援 

 社会福祉法人の地域貢献活動と連動し、高齢者
の買い物支援を実施（送迎車の空き時間を活用） 

◎福祉まるごと相談窓口（市社会福祉協議会に設置） 

 社協が受託している地域包括支援センター、障がい者相談支援
センター、成年後見センター、生活困窮者自立相談支援の窓口を
集約し、総合相談体制を推進。 

◎福祉協力員活動（平成8年～全地区配置） 

 市社会福祉協議会が委嘱。高齢者の見守り、声かけ、訪問を実施する
ほか、地域福祉活動に協力 

第十地区やよい集会所 

高校生による除雪活動 

連携 

サポート 
◎福祉まるごと相談員（CSW（コミュニティソーシャルワーカー）） 

 複合的な課題、「制度の狭間」に対応するため、社協に５名（うち
１名は市役所内）配置。同じく社協に配置された生活支援コーディ
ネーターと連携。 

連携 高齢関係 障がい関係 児童関係 

保健関係 

生活保護 

住まい関係 

雇用･就労関係 

権利擁護関係 
環境関係 

教育関係 

福祉まるごと相談員 

市 

児童相談所 医師会 司法関係 警察 

福祉まるごと相談員、生活支援コー
ディネーターがサポート 
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地域の縁側「ヨロシク♪まるだい」（終活セミナー） 

◎地域の縁側 
誰でも気軽に立ち寄れ、相談もできる
多世代交流の場。市内３３か所に設
置 

（※）基本型、基幹型（生活支援コーディネーターを配置）、
特定型（高齢者の居場所、子育てサロン等利用対象者
であれば誰でも利用可）に分類される 

市内の地域団体（地区社会福祉協
議会、地区民生委員児童委員協議
会、自治会・町内会等）、NPO、社会
福祉法人等が運営。運営に当たって
は、地域ボランティアと協働（ボランテ
ィアポイント制を活用） 

 
 

【２】「丸ごと」受け止める場 

 相談機能も備えた多世代交流の場である「地域の縁側」を市内３３か所に設置 
 「地域の縁側」において把握された困りごと・相談ごとについては、市民センター等と連携して、確実に専門的な

支援につなげる。 
 バックアップふじさわ（生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援機関）をはじめとした相談支援機関が連

携・バックアップ。 

住民に身近な地域での取組 

市レベルでの取組 

◎地区ボランティアセンター（市内１２か所） 
 電球交換やゴミ出し、外出付き添いなど、高
齢者や障害者などの日常生活でのちょっとし
た困りごとの手助け（生活支援）や、身近で気
軽に集まることのできるサロン（居場所）事業も
実施。 

自立相談支援機関（市直営） 
（バックアップふじさわ） 

◎相談支援包括化推進員 
生活困窮者自立相談支援機関（2カ
所）に１名ずつ配置。 
複合的な課題がある事例に対し、多機
関が関わる体制を構築することで、制度
の狭間に陥ることがないような支援体制
を構築する。 

地域包括支援センター 

障がい相談 
支援事業所 

作成：厚生労働省 

自治体概要※ 

人口 427,501 

面積 69.57㎢ 

小学校数* 35 

中学校数* 19 
 ※2017年4月1日現在 

＊市立のみ 

「地域の縁側」などを中心とした支え合いの地域づくり（神奈川県藤沢市） 

ボランティアセンターむつあい 

自立相談支援機関（委託） 
（バックアップふじさわ社協） 

子育て支援 
センター 

地域の縁側 
地区ボランティアセンター 
子ども食堂、農福連携 等 

地域の多様な活動団体 

医療 

教育 

福祉 介護 子育て 

◎全世代・全対象型包括ケアの基盤づくり 

•包括的・継続的な支援の実施体制 

連携･
バック 

アップ 

ハローワーク常設窓口（市庁舎内） 
（ジョブスポットふじさわ） 

◎市民センター・公民館（市内13か所） 
地域団体の育成援助や郷土づくり推進会議(※)の業務を担う。 
  （※）市民、地域団体等の市民参画により、地域の特性を活かした郷土愛あふれるまちづくりを推進 

地域の身近な福祉サービスの窓口として地区福祉窓口を設置。福祉や
健康に関する相談を受け、関係機関の紹介や情報提供を実施 子どもと地域の大人をつなぐ居場所  

 （地域の縁側「たきのさわパラダイス」） 
地域の縁側と地区ボランティアセンタ－を市社会福祉協議
会が活動をサポート。コミュニティソーシャルワーカーの活動
とも密接に連携。 

ライフタウン・ジョワ 

自宅開放型地域交流サロン「ゆい」 

シェークハンズ遠藤「七夕交流会」 
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地域福祉課 
トータルサポート係 

住民に身近な地域での取組 

【２】「丸ごと」受け止める場 

生活困窮者支援を推進する基盤整備の一環として保健福祉センター内に総合相談窓口を設置。 
市役所内の関係部署や関係機関との連携を促進するために、統一様式（Joint-Sheet）を活用。地域福祉課内

にトータルサポート係を設置し、複合的な事案の支援やコーディネート等を実施。 
住民、専門職、行政等が協働して地域課題を解決するためのネットワークとして、「地域発信型ネットワーク」を

構築。「小地域福祉ブロック会議」等により、地域内の課題の解決や地域活動を展開。 

自治体概要※ 

人口  96,196 

面積 18.57㎢ 

小学校数*   8 

中学校数*   3 

市レベルでの取組 

※2017年10月1日現在 
＊市立のみ 

◎小地域福祉ブロック会議 
 小学校区単位で、住民、専門職、行政等、地域の
福祉に関わる人々が集まり、地域内の課題の発見・
共有、活動展開方法の検討と計画化、役割分担、
活動、評価を実施。住民主体の見守り活動や居場
所づくり等を実施。（2016年度の地域活動の実践件数
13件） 

社会福祉課、地域福祉課 
福祉センター、生活援護課 
障害福祉課、高齢介護課 
※福祉部各所管課長による福祉部
部会において地域課題の共通理解・
合意形成を実施 

福祉部 

 
 
 
 
 
 
 
 

関係機関 

作成：厚生労働省 

生活困窮者支援を基盤とした包括的支援体制(兵庫県芦屋市) 

◎福祉なんでも相談「総合相談窓口」 

◎全世代交流に向けたプロジェクト・チーム 
 金融機関、株式会社、大学等の多様な主体による情報交換、
学習会を通じてこれからの「地域につながる取組」を期待。 

連携 

子育て、健康、住宅、都市計画、防災 
教育、経済、環境、納税等 

関係部署 

連携 

小地域福祉ブロック会議の様子 

 関係部署・関係機関の連携
円滑化のためにガイドラインを
作成し、統一様式（Joint-
Sheet）を活用 

窓口対応・相談支援 
ガイドライン 

中学校区福祉 
ネットワーク会議 
（市内３地域） 

 
・地域ケア会議、自立支
援協議会実務者会議、
要対協、個別ケース検討
会議と 
連動 

課題 
共有 

 保健福祉センター内に総合相談窓口を設置。
生活困窮者自立相談支援事業も担う社会福
祉協議会が運営し、分野を問わない相談を受
けている。 

連携 連携 

権利擁護支援センター 
高齢者生活支援センター 
（地域包括支援センター） 
障がい者就業・生活支援センター 
就労準備支援事業 
障がい者基幹相談支援センター 
障がい者相談支援事業 
家庭児童相談室 

 地域福祉課トータルサポート係で、複合的な事案についての支援・関係
各課のコーディネート、専門的な事項についてのサポート、部署横断の
プロジェク・トチームの事務局等を担当。 
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住民に身近な地域での取組 

【２】「丸ごと」受け止める場 

介護サービス事業者と行政が協働し、認知症の人と家族が安心して暮らし続けることができる地域づくりを実
施している。その取組をきっかけに、誰もが安心して暮らせるまちづくりに発展している。 

小学校区に最低１か所は小規模多機能型居宅介護施設を設置し、併設する介護予防拠点・地域交流施設が
福祉のまちづくりの拠点となっている。 

機構改革により行政内に総合相談窓口を設置し、対象者で分けない支援体制を構築。 

自治体概要※ 

人口 117,224 

面積 81.45㎢ 

小学校数* 20 

中学校数*  8 

◎校区まちづくり協議会 

自治会、校区民生委員・児童委員協議会、校区社
会福祉協議会、老人クラブ等の各種団体により構成
された協議会を中心に、地域活動を展開 

まちづくりに関するワークショップ等を開催 

認知症の人の捜索・声かけ 
（認知症SOSネットワーク模擬訓練） ◎介護サービス事業者協議会 

介護サービス事業者協議会の事務局を行政が担い、地域で認知症の人をはじめ高齢
者を支える取組（人材育成、福祉教育、模擬訓練等）を実施 

生活困窮 

高齢 

障害 

教育 

警察 

消費生活 

司法 

•多分野の相談支援機関の課題共有、支援体制構築の場 
•既存ネットワークの活用 

大牟田市権利擁護連絡会 
（相談支援包括化推進会議） 

成年後見ｾﾝﾀｰ 

社協 

◎よろず相談員（相談支援包括化推進員） 

行政内に総合相談窓口を配置（機構改革） 

複合的な課題のある世帯等を支援するために、地域の相談支援
機関をコーディネートし支援体制を構築 

◎介護予防拠点・地域交流施設 

小規模多機能型居宅介護等の地域密着型サービスや医療機
関、介護施設等に併設（市内４５か所設置） 

福祉のまちづくりの拠点として、どのような相談でも受け止める場
になることを期待 

◎認知症コーディネーター 

市が養成した認知症コーディネ
ーター（修了生）が、地域密着
型サービス等に従事し、高齢者
等の地域支援を実施 

協
働 市レベルでの取組 

社会福祉法人等が設置する 
介護予防拠点・地域交流施設 

 ※2017年4月1日現在 
＊市立のみ 

作成：厚生労働省 

官民協働・地域協働の認知症の地域支援体制づくり(福岡県大牟田市) 
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